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年金記録に係る苦情のあっせん等について

年金記録確認函館地方第三者委員会分

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正を不要と判断したもの 1 件

厚生年金関係 1 件



                    

  

函館厚生年金 事案 264 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、全ての申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生

年金保険料を各事業主により給与から控除されていたと認めることはでき

ない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和７年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 24 年 12 月から 25 年７月 13 日まで 

             ② 昭和 25 年 11 月 10 日から 26 年１月８日まで 

             ③ 昭和 26 年 9 月１日から同年 12 月 19 日まで 

             ④ 昭和 29 年２月５日から同年４月１日まで 

⑤ 昭和 31 年 11 月 20 日から 32 年 11 月１日まで 

⑥ 昭和 39 年３月から 41 年 10 月まで 

⑦ 昭和 57 年２月から 58 年 10 月まで 

⑧ 昭和 61 年６月から 62 年９月まで 

⑨ 昭和 62 年９月及び同年 10 月 

⑩ 昭和 62 年 11 月から 63 年５月まで 

⑪ 平成２年５月から６年２月まで 

    申立期間①から⑤までについては、Ａ県Ｂ市のＣ社に継続して勤務し

たにもかかわらず、厚生年金保険の被保険者期間とされていない。 

    また、私が勤務したのは、Ｃ社であり、Ｄ社という事業所は知らない

ので、これについても調査してほしい。 

    申立期間⑥については、Ｅ社でＦ職の資格を取得し、昭和 39 年３月

から 41 年 10 月までの期間において勤務していた。 

申立期間⑦については、昭和 57 年２月から 58 年 10 月までの期間に

おいてＧ社に勤務していた。 

申立期間⑧については、昭和 61 年６月から 62 年９月までの期間にお

いてＨ社に勤務していた。 

申立期間⑨については、昭和 62 年９月から同年 10 月までＩ社に勤務

していた。 



                    

申立期間⑩については、昭和 62 年 11 月から 63 年５月までの期間に

おいてＪ社に勤務していた。 

申立期間⑪については、平成２年５月から６年２月までの期間におい

てＫ社に勤務していた。 

申立期間⑥から⑪までについて、厚生年金保険の被保険者であったは

ずなので、被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①から⑤までについては、同僚の供述から判断すると、申立

人がＣ社に勤務していたことは推認できるものの、勤務期間を特定する

ことができない。 

   また、申立人がＣ社に勤務していたと主張している期間における申立

人の厚生年金保険の被保険者記録は、Ｃ社、Ｌ社、Ｍ社及びＮ社での加

入記録となっており、Ｄ社の資料を引き継いでいるＯ局Ｐ事務所の回答

でも国の記録と相違は見られない上、これらの事業所に勤務していた同

僚等を調査したが、Ｑ施設やＲ職に対する厚生年金保険の適用や資格喪

失についての取扱いが確認できず、申立人がどの事業所で厚生年金保険

料が控除されていたのか不明である。 

    さらに、申立人が供述しているＣ社での勤務開始の時期は、申立人の

兄の厚生年金保険の記録から推認すると、申立人の供述と矛盾している

上、申立人は、昭和 25 年 12 月に約１か月の入院期間があることを供述

していることから、一旦資格喪失した可能性も否定できない。 

加えて、申立人と同様にＣ社の後にＮ社に係る被保険者記録が確認で

きる同僚からＣ社の関連会社であるとするＮ社の昭和 27 年の給与明細

書の提出があり、当該給与明細書では厚生年金保険料を控除していない

月が確認できることから、Ｎ社では必ずしも入社と同時に厚生年金保険

に加入させていなかったと推認される。 

このほか、申立人が申立期間①から⑤までの厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料は

無く、申立人の申立期間①から⑤までにおける厚生年金保険料の控除に

ついて確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間①から⑤までに係る

厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めるこ

とはできない。 

 

  ２ 申立期間⑥については、Ｅ社の破産時の事業主は、「申立人がＳ職と

して当社で働いていたことは事実であるが、勤務期間は不明である。」

  



                    

と回答していることから、勤務期間の特定はできないものの、申立人が

当該事業所に勤務していたことが推認される。 

しかしながら、適用事業所名簿によると、当該事業所は、昭和 28 年

３月 30 日に厚生年金保険の適用事業所に該当しなくなっており、以後

厚生年金保険の適用事業所となった形跡は見当たらない。 

また、前述の事業主は、「資料が無く、申立人の保険料控除について

は不明である。」と供述している。 

   さらに、前述の事業主の年金記録を確認したところ、申立期間⑥は国

民年金に加入し、国民年金保険料を納付していることが確認できる。 

 

  ３ 申立期間⑦については、適用事業所名簿を確認したものの、申立ての

あったＧ社は、厚生年金保険の適用事業所であった形跡が見当たらず、

申立人が主張する同社の住所を管轄する法務局の商業登記簿においても

該当する事業所は確認できない上、Ａ県Ｔ協会Ｕ支部に問い合わせるも、

同社の登録を確認できなかった。 

    また、申立人は事業主及び同僚の氏名等を記憶していないことから、

申立人の申立期間⑦における勤務実態、厚生年金保険の加入状況及び厚

生年金保険料の控除について確認することができない。 

     

 

  ４ 申立期間⑧については、事業主は、「申立人はＨ社に数か月間勤務し

ていた。」と供述していることから、期間の特定はできないものの、申

立人は当該事業所に勤務していたものと推認できる。 

しかしながら、適用事業所名簿によると、当該事業所は、昭和 62 年

12 月 1 日に厚生年金保険の適用事業所に該当しており、申立期間⑧は

厚生年金保険の適用事業所ではないことが確認できる上、事業主は「厚

生年金保険に加入する前から保険料を控除することは考えられない。」

と供述していることから、厚生年金保険料の控除について確認すること

ができない。 

 

  ５ 申立期間⑨については、事業主の供述及び雇用保険の加入記録から、

申立人は昭和 62 年９月及び同年 10 月においてＩ社に勤務していたもの

と推認できる。 

しかしながら、適用事業所名簿によると、当該事業所は、昭和 63 年

４月 1 日に厚生年金保険の適用事業所に該当しており、申立期間⑨は厚

生年金保険の適用事業所ではないことが確認できる上、事業主は、「厚

生年金保険に加入する前から保険料を控除することは考えられない。」

と供述していることから、厚生年金保険料の控除について確認すること

  



                    

  

ができない。 

 

  ６ 申立期間⑩については、適用事業所名簿によると、Ｊ社は、平成２年

３月１日に厚生年金保険の適用事業所に該当しており、申立期間⑩は厚

生年金保険の適用事業所ではなかったことが確認できる。 

   また、事業主は既に死亡しており、申立人は同僚の氏名を記憶してい

ないことから、申立人の申立期間⑩における勤務実態、厚生年金保険の

加入状況及び保険料控除について確認することができない。 

 

  ７ 申立期間⑪については、申立人が所持しているＫ社に係る従業員証明

書及びＡ県から回答のあったＦ職資格登録簿でＦ職証の交付が確認でき

ることから、勤務期間は特定できないものの、申立人は当該事業所に勤

務していたものと推認できる。 

    しかしながら、事業主は、「平成２年に代表者を含む３人で創業した

が、赤字累積中の状態であり、厚生年金保険に加入する余裕は全く無か

った。」と供述しており、適用事業所名簿を確認したものの、当該事業

所が厚生年金保険の適用事業所に該当した形跡も見当たらない。 

   また、事業主の年金記録を確認したところ、申立期間⑪は国民年金に

加入し、国民年金保険料を納付していることが確認できる上、申立人は、

平成４年 12 月 21 日からＶ市（現在は、Ｗ市）の国民健康保険に加入し

ており、申立期間⑪の一部と重複していることが確認できる。 

 

８ このほか、申立人が申立期間⑥から⑪までの厚生年金保険料を各事業

主により給与から控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料

は無く、申立人の申立期間⑥から⑪までにおける厚生年金保険料の控除

について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間⑥から⑪までに係る

厚生年金保険料を各事業主により給与から控除されていたことを認める

ことはできない。 

 


